
［江別市］施策達成度報告書

政策 07 計画実現に向けて

施策 01 効率的な行財政運営の推進 主管課 政策調整課

施策の環境変化と課題

施策の環境変化（ 年度）22 施策の課題（ 年度）22

・国の新行革指針（助言）に基づき、行政改革大
綱が見直され、行政改革推進計画（平成１７年度
～２１年度）された。平成２２年度からは、国の
指針が具体的に示される予定であったが、政権交
代等のため、その時期が大きく遅れたため、２１
年度までの改革を総括するなど、次の計画に向け
た準備が必要となった。
・財源等行政資源の制約…歳入の根幹である市税
は税制改革（税源移譲）などで伸びが見られたも
のの、一方では、地方交付税は、国の財政構造改
革の影響でマイナスの状況の中、収支不足を臨時
財政対策債で補填するなど、依然として厳しい財
政的制約が課せられた。
・江別市の人口減少が始まり、高齢者の増加と生
産年齢人口、年少人口の減少がみられる

・限られた財源等の中で効果的・効率的な行政運
営を行うためには、予算・職員・業務等の適正な
配分が必要である。
・社会情勢、国の政策、法律、制度の改正など、
業務を取り巻くの変化に的確に対応できる職員の
育成が必要である。

施策の目的

行政改革を着実に推進し、財政の健全化と効率的な行政運営をすすめます。

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）

行政 ・施策が目標通り達成する。
・財政の健全性と弾力性を確保する。
・市民が行政運営に満足する。

施策の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
施策の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値

各施策目標達成度割合 ％ 51.9 25.5

市の行政運営に満足している市民割合 ％

実質公債費比率 ％

年度21 22 年度 23 年度

施策の達成状況（22年度）

　各施策目標達成度割合は、第５次総合計画後期基本計画の全体の進捗度を表すもので、後期５年が終了しなければ確定しませんが、
全５１指標のうち、向上したものが１６、低下が９、維持が１９となっています。目標達成に向け、計画全体の進行管理を行っていき
ます。市の行政運営に満足している市民割合は、平成２１年度はほぼ横ばいでした。本年度アンケートを実施していないため、平成２
４年度の調査結果を元に検証されます。実質公債費比率は１１．９％となっていますが、これは土地開発公社解散にともない、先行取
得地を買い戻したことなどによる、債務負担の解消が主な要因と考えられます。

施策事業コスト 年度決算額21

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

12,206,225 12,473,868 12,120,559

11,644,528 11,918,615 11,554,491

561,697 555,253 566,068

22 年度決算額 23 年度当初予算

25.5

53.0

14.6

57.2

12.9

－

11.9

100

14.0



基本
事業 01 行政改革の推進と健全な財政の確保

基本事業の目的

行政改革の着実な推進による行政経費の削減と、市税の収納率向上など自主財源の確保により、受益と負担のバランスを図り、財政の健全
化を進めます。

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）
行政 行政改革意識を定着させる。改革を着実に実行する。税収を確保す

る。受益と負担をバランスさせる。

基本事業の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
基本事業の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値

行革推進計画達成率 ％ 80.4 83.9

年度21 22 年度 23 年度

98.2

85.7

市税収納率（現年課税分） ％ 98.1

自主財源比率 ％ 51.9 46.7

98.6

40.9

基本事業の達成状況（22年度）
　行革推進計画の５６項目についての５ヵ年の達成率は８３．９％であり、平成２２年度は、未達成の項目を主として、引き続き推進
可能な項目について改革に取り組み、達成率は８５．７％でした。
　市税収納率は、社会経済情勢が低迷を続ける中、細かな収納督励等により９８．６％を確保しており、行政活動の自主性と安定性の
目安として、歳入総額に占める自主財源（地方税・使用料・手数料など）の割合を示す、自主財源比率は４０．９％となっています。
主な要因は土地開発公社解散に伴うものですが、引き続き自主財源の比率を高めるための努力をづづけていきます。

基本事業コスト 年度決算額21

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

5,028,502

4,655,089

373,413

22 年度決算額 23 年度当初予算

4,992,828

4,744,580

248,248

5,380,270

5,012,884

367,386

85.0

98.5

52.0

基本
事業 02 行政サービスの向上

基本事業の目的

市民に効率的で利便性の高いサービスを提供し、また効率的な施設の運営をします。

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）
行政 ・利便性の高いサービスが受けられる。

・効率的な施設運営が図られる。

基本事業の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
基本事業の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値

行政サービス満足度 ％ 67.7 69.3

年度21 22 年度 23 年度

73.0

－

施設サービス満足度 ％ 70.4 －

基本事業の達成状況（22年度）
　アンケートは実施されていないが、個々の職員の接遇面でのマナー向上と、市民に対する懇切丁寧な対応は定着してきている傾向に
変わりはないと思料する。今後とも、市民サービスをより一層向上させるため、引き続き職員の意識啓発に努めていく。
　また、電話交換職員及び窓口案内職員については、市民から好意的な評価を受けていることから、引き続き人材派遣会社と連携を図
り、サービスの質の維持向上に努めていく。

基本事業コスト 年度決算額21

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

16,904

9,020

7,884

22 年度決算額 23 年度当初予算

122,619

8,570

114,049

15,068

8,958

6,110



基本
事業 03 政策形成能力の向上と組織体制の確立

基本事業の目的

地域の自主、自立を目指し、職員の政策形成能力などを向上させるとともに、簡素で効率的な組織体制と、職員の能力を生かせる人事制度
を確立します。

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）
行政、職員 ・地方公共団体の自主、自立を目指し政策形成能力を向上させる。

・効率的で職員能力を生かせる組織と人事制度にする。

基本事業の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
基本事業の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値

江別市が地方分権時代にあった政策形成を行っていると思う職員の
割合

％ 46.0 45.1

年度21 22 年度 23 年度

41.6

－

職員の能力が十分発揮され実績が評価されていると思う職員割合 ％ 44.3 －

基本事業の達成状況（22年度）
　組織体制、職員配置の検討にあたっては毎年度全ての部署のヒアリングを基に行なっており、限られた人員の中で効率的で職員の能
力を生かせる組織体制と研修体制の充実に努めている。
　また、職員の大量退職に備えた再任用職員の活用により、知識、技術の継承と行政サービスの維持、向上を図った。
　人事考課制度については、平成１５年度より係長職以上に試行導入し、平成１７年度から管理職に本格導入している。　

基本事業コスト 年度決算額21

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

6,120,899

6,037,918

82,981

22 年度決算額 23 年度当初予算

5,991,087

5,927,413

63,674

6,161,956

6,085,382

76,574

基本
事業 04 計画行政の推進

基本事業の目的

行政評価を取り入れることで施策・基本事業・事務事業をＰＤＳサイクルで円滑に管理します。

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）
行政、職員 ・基本事業から事務事業までをPDSサイクルで円滑に管理して施策

目標達成に貢献する。

基本事業の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
基本事業の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値

基本事業成果目標達成率 ％ 61.9 23.0

年度21 22 年度 23 年度

14

28.4

行政評価による改善事業件数 件（累計） 117 26

基本事業の達成状況（22年度）
総合計画施策体系の基本事業に設定されている成果指標１８３のうち、５２の指標が目標を達成しており、３９指標が基準年度より成
果向上が見られ、アンケート未実施などでデータのないものが８指標あります。
また、行政評価による改善事業件数については、平成13年度より実施してきた事務事業評価により改革、改善のあったものが、２２年
度までに３０１件となっています。今後も行政評価に対する職員の習熟度を高め、その水準を定着させることで、PDSサイクルが十分効
果を発揮するよう、行政評価を実施していきます。

基本事業コスト 年度決算額21

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

14,402

1,955

12,447

22 年度決算額 23 年度当初予算

28,577

6,815

21,762

22,932

3,382

19,550

100

100以上



基本
事業 05 情報セキュリティの確保とネットワーク基盤の安定稼動

基本事業の目的

情報セキュリティを確立し、市が保有する情報の漏えいを防ぐとともに、庁内ネットワーク基盤の安定稼動を図ります。

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）
行政、職員 ・技術面で安全なネットワークシステムの構築

・運用面で厳粛なデータ取扱いがされる
・高速ネットワーク網と利用機器が拡充される

基本事業の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
基本事業の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値

基幹系業務システムでの情報漏えい事件数 件 0 0

年度21 22 年度 23 年度

0

0

ネットワークシステムのダウン件数 件 0

基幹系業務システム以外での情報漏えい事件数 件 0 0

0

1

基本事業の達成状況（22年度）
　セキュリティ自主点検や外部監査を実施し、自主点検結果について集計結果を職員に周知する等、職員の情報セキュリティ意識の向
上の徹底を図った。
　また、前年度に引き続き情報機器等の更新を行い、ネットワーク網の安定稼働を図った。

基本事業コスト 年度決算額21

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

78,249

58,832

19,417

22 年度決算額 23 年度当初予算

121,074

102,214

18,860

77,995

58,933

19,062

0

0

0

基本
事業

基本事業の目的

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）

基本事業の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
基本事業の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値年度 年度 年度

基本事業の達成状況

基本事業コスト 年度決算額

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

年度決算額 年度当初予算


